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１．はじめに 

我が国では，2011 年 3月に発生した東北地方太平洋沖
地震を契機に津波対策の見直しが進められている．2012

年 6月に北海道防災会議が公表した津波浸水深予測図 1)

では旧釧路市は市街地の広範囲が浸水するとされ，対策
の大幅な見直しが必要となっている． 

著者らは，予測された最大想定津波 1)に対し，これま
でに旧釧路市低平地において津波避難が可能と考えら
れる構造物の現地調査を行った．また，その現地調査に
よって取得した構造物のデータを用いて避難可能距離
の算出及び避難可能範囲の可視化を行った 2), 3)．しかし，
算出した避難可能距離はある一定の条件で算出した値
であり，実際にはこれらの条件は変わり得る． 

そこで，今回はこれまでに算出してきた避難可能範囲
が現実的に考えられる条件によってどのように変化す
るかを検討する． 

２．避難可能距離の算出方法 
本研究での避難可能距離の算出方法としては，参考文

献 4)，5)を参考に，次の式(1)，(2)，(3)を用いている． 
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ここで， 

L1：歩行による構造物への避難可能距離(m) 

P1：歩行速度(m/s)=0.9m/s
6), 7)

 

T：避難に使用できる時間（秒）=600秒 

t1：津波が届かない高い構造物へ階段を用いて上るのに
要する時間（秒） 

Lt：津波最大高さ(m) 

P2：階段昇降速度（m/s）=0.21m/s
6) 
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ここで， 

L2：収容力を考慮した構造物への避難可能距離(m) 

C：収容可能人数（人）=構造物面積×避難可能階数/3 

D：地区人口密度（人/m
2） 

以上で求めた L1および L2のうち，値の小さなものを
避難可能距離として取り扱う．そして，現地調査で選定
した構造物と避難可能距離を ArcGIS に入力して避難可
能範囲を可視化したものを図-1 に示す．  

３．避難可能範囲において変化させる条件 
 これまで用いてきた避難可能距離算出式 L1，L2の内，
今回は避難の際に考えられる要素を変化させる． 

【ケース 1】冬季を想定した歩行速度と収容力の低下 

 北海道のような積雪寒冷地での歩行による津波避難
を考える．前述の式(1)の内，歩行速度 P1は状況や人に
よって異なる．これまで使用してきた歩行速度 P1 は参
考文献 6)，7)の群衆歩行速度と障害者の歩行速度を考慮
し，0.9m/s に設定した．また，構造物の屋上への避難を
可能とし，避難可能距離の算出を行ってきた．しかし，
冬季には路面状況の悪化による歩行速度の低下や屋上

への避難が難しくなることが考えられる．参考文献 8)

によると冬季の歩行速度は乾燥速度と比較して 83.3%に
なるとされている．また，積雪寒冷地では屋上が積雪に
より利用できないことや，冬季で気温が氷点下の中，屋
外に長時間待機することは難しいことが考えられる． 

そのため，ケース１では，式(1)の歩行速度 P1に 0.833

を乗じ，屋上を有する構造物の屋上への避難を不可とし
て避難可能距離を算出する． 

【ケース 2】避難時間と収容人数の増加 

前述の式(1)は歩行速度と避難に使用できる時間から
算出される避難可能距離である．この式では避難に使用
できる時間 Tをこれまで 600 秒として行ってきた．しか
し，避難訓練の徹底や危機管理意識の向上により，早期
の津波避難が可能になることが考えられる．そこで，今
回は早期に避難を開始した場合を想定し，1482秒（30-5.3

分）とする．この時間は津波到達までの時間から 1993

年北海道南西沖地震の際の平均避難開始時間 5.3 分 9)を
減じたものである．また，前述の式(3)は構造物の収容可
能人数と地区の人口密度より算出する避難可能距離で
ある．これまでの収容可能人数の算出において，避難場
所一人当たりの面積としては，3m

2として計算を行って
きた．これは，構造物面積には実際には避難者を収容で
きない面積が含まれていることを考慮したためである．
しかし，津波避難時には人命を守ることが第一であるこ
とを考慮すると，一人当たり 3m

2は余裕がある． 

そのため，ケース 2 では避難に使用できる時間 T を
1482 秒とし，避難場所一人当たりの面積を 1m

2 として
避難可能距離を算出する． 

以上の各ケースで L1および L2のうち，値の小さな方
を避難可能距離として取り扱い，避難可能範囲を算出し
たものを図示する． 

４．各ケースにおける避難可能範囲 
図-1 は既往の方法による避難可能範囲である．図-2

はケース 1，図-3はケース 2 の避難可能範囲であり，オ
レンジ色の円が避難可能範囲を示している．また，表-1

は各地区・各ケースのカバー率の変化を示している． 

【ケース 1】冬季を想定した歩行速度と収容力の低下 

図-1 と図-2 を比較すると，全体として避難可能範囲が
縮小していることがわかる．対象地区全体ではカバー率
が-18％，特に大楽毛地区，鳥取地区ではそれぞれ-22％，
-26％と大きく減少していることがわかる．これは，冬
季には屋上への避難を不可としたことにより，屋上のみ
避難可能としていた構造物が避難不可となったためで
ある．大楽毛，鳥取両地区のように市街地から離れた地
区では構造物の数も少なく，屋上しか避難できない構造
物の割合も大きい．屋上の他にも避難が可能な階数を有
する建物についても，収容人数が減少し，避難可能範囲
が縮小している．全体をみると，屋上の無い構造物につ
いても避難可能範囲が縮小しているが，これは歩行速度
の低下により縮小した結果である．対象地域全域のカバ
ー率は 45％と半分も避難できない結果となった． 
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図-2 ケース 1 避難可能範囲 

 

図-3 ケース 2 避難可能範囲 

このように積雪寒冷地における冬季の津波避難に関
しては他の季節と比較すると困難になることが予測さ
れるため，冬季も考慮した避難計画を考慮することが必
要である． 

【ケース 2】避難時間と収容人数の増加 

 図-1と図-3を比較すると，対象地域全域の避難可能範
囲が大きくなっている．対象地区全体ではカバー率が
+30％，特に大楽毛地区，鳥取地区，愛国地区ではそれ
ぞれ+46％，+24％，+28％と大きく増加していることが
わかる．構造物の数が少なく，元のカバー率が低かった
地区のカバー率が特に大きくなっている．これは避難時
間を増加させたことにより L1 が大きくなったこと，収
容人数を増加させたことにより L2 が大きくなったこと
が相互に作用し，地域全域のカバー率が 93％と拡大し
た． 

 このように L1と L2がともに大きくなるような対策を
促すことで津波避難の可能性を向上させることができ
る．これらを向上させるには行政だけでなく，住民の自
助活動として津波避難に対する意識を向上，改善してい
かなければならない． 

５．おわりに 

本研究では北海道旧釧路市低平地においてこれまで
現地調査及び避難可能距離，避難可能範囲の作成及び検
討を行った． 

今回はこれまで作成してきた避難可能範囲に関して
影響する要素を現実的にあり得る範囲で変化させ，避難
可能範囲を作成した．積雪寒冷地の冬季を考慮したケー
ス 1と早期に避難を開始し，構造物に既往の 3倍の人を
収容できるケース 2で避難可能範囲を作成した．その結
果，ケース 1では歩行速度と収容人数が減少したことに
より大幅に避難可能範囲が縮小した．ケース 2 では，避
難時間と収容人数が増加したことにより避難可能範囲
が大幅に拡大した．ケース 1 とケース 2 を比較すると，
それぞれのカバー率は 45％，93％と約 2 倍の差が生じ
た．このことより，冬季の津波避難に対する備えや，普
段から早期に避難する訓練の実施などを行うことで地
域全域の避難可能性を向上させることが必要である． 
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表-1 各ケース・各地区のカバー率の変化 

 大楽毛地区 鳥取地区 愛国地区 鉄北地区 橋北地区 対象地区全域 

地区面積 15.9 km
2
 8.7 km

2
 8.8 km

2
 4.4 km

2
 2.6 km

2
 40.5 km

2
 

選定構造物 23 棟 97 棟 135棟 218棟 245棟 718棟 

既往方法 
カバー率 

44％ 72％ 64％ 93％ 98％ 63％ 

ケース 1 
カバー率 

22％ 
(-22％) 

46％ 
(-26％) 

53％ 
(-11％) 

83％ 
(-10％) 

90％ 
(-8％) 

45％ 
(-18％) 

ケース 2 
カバー率 

90％ 
(+46％) 

96％ 
(+24％) 

92％ 
(+28％) 

100％ 
(+7％) 

100％ 
(+2％) 

93％ 
(+30％) 

 

 

図-1 既往の避難可能範囲 

鉄北地区 

大楽毛地区 

橋北地区 

愛国地区 
鳥取地区 

土木学会第69回年次学術講演会(平成26年9月)

 

-710-

 

Ⅰ-355

 


